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第９回新株予約権 第12回新株予約権

発 行 決 議 日 2014年３月14日 2016年３月11日

新 株 予 約 権 の 数 24,000個 14,000個

新株予約権の目的となる株式の種類と
数

普通株式　　　24,000株
（新株予約権１個につき１株）

普通株式　　　14,000株
（新株予約権１個につき１株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込み
は要しない。

新株予約権と引換えに払い込み
は要しない。

新株予約権の行使に際して出資される
財産の価額

新株予約権１個当たり
596円

（１株当たり  596円）

新株予約権１個当たり
376円

（１株当たり 376円）

権 利 行 使 期 間 2 0 1 6 年  3  月 1 5 日 か ら
2 0 2 4 年  3  月 1 4 日 ま で

2 0 1 8 年  3  月 2 6 日 か ら
2 0 2 6 年  3  月 2 5 日 ま で

行 使 の 条 件 （注）1 （注）1

役
員
の
保
有
状
況

取 締 役

（ 社 外 取 締 役 及 び
監 査 等 委 員 を 除 く ）

新株予約権の数 3,000個
目的となる
株式数 3,000株
保有者数 １名(注)2

新株予約権の数 500個
目的となる
株式数 500株
保有者数 １名(注)2

社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 を 除 く ） ― ―

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） ― ―

新株予約権等の状況
当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約
権の状況

（注）１．新株予約権の行使の条件は、以下のとおりであります。
1) １個の本新株予約権の一部につき行使することはできない。
2) 新株予約権者が当社の役員又は従業員の地位のいずれをも喪失した場合、本新株予約権を行使する

ことができない。但し、任期満了による退任、定年退職、その他当社取締役会が正当な理由がある
と認めた場合については、この限りではない。

3) 新株予約権者が、①禁錮以上の刑に処せられたとき、②当社と締結した契約に違反したとき、③法
令違反を犯したとき、④降格以上の懲戒処分を相当とする懲戒事由に該当したとき、⑤その他不正
行為により当社の信用を毀損したときは、本新株予約権を行使することができない。

4) その他の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定める
ところによる。

２．取締役に付与している新株予約権は、取締役就任前に付与されたものであります。
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業務の適正を確保するための体制
当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」につい
て、取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。

⑴ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、コンプライ

アンス委員会の設置及び「コンプライアンス規程」を定め、必要に応じ外部の専門家を起用
し法令定款違反行為を未然に防止する。取締役及び使用人の法令定款違反行為を発見した場
合は、直ちに監査等委員会及び取締役会に報告するなどガバナンス体制を強化する。

② 代表取締役の直轄部門として監査室を置き、同室が内部監査を行うこととする。監査室は、
業務監査においてコンプライアンスの状況の監査を重要監査項目と位置付け、監査結果につ
いては、代表取締役、監査等委員会、また必要に応じて取締役会に報告するものとする。

③ コンプライアンス上、疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段として内
部通報制度等の社内報告体制を整備する。

④ コンプライアンスを尊重する意識を醸成するため、必要に応じて規則・ガイドラインの作成
や取締役及び使用人に対してコンプライアンスに関する研修を行う。

⑤ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては一切の関係を遮断することを
方針とし、警察等の外部機関や関連団体と緊密に連携し、全社を挙げて反社会的勢力排除の
ための社内体制を整備する。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程に基づきその保存媒体に応じて適切

かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとし、必要に応じて10年間は閲覧可能な
状態を維持する。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、個々のリスクについての管理責任者

を決定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。不測の事態が発生した場合には、社
長を本部長とする対策本部を設置、情報連絡チーム及び顧問弁護士等を含む外部アドバイザ
リーチームを組織し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を整
える。

② 新たに生じたリスクへの対応のために、必要な場合には代表取締役から全部門に示達すると
ともに、速やかに対応責任者となる取締役を定める。
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⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会

を月１回定期に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。
② 取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務分掌規程、職務権限規程にお

いて、それぞれの責任者及びその責任、執行手続きの詳細について定める。
③ 前二項の定めに拘わらず、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については、経営

戦略委員会規程等の社内規程に基づき事前に経営戦略委員会において議論を行い、その審議
を経て決定を行う。その上で、法令・定款あるいは取締役会規則等の社内規程に基づき取締
役会における決議が必要な事項については、取締役会に上程し、審議・決定を行う。

⑸ 当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社の子会社管理規程に基づき、当社の経営戦略委員会は子会社に適時報告もしくは必要
書類の提出を指示するものとする。経営戦略委員会は、これを整理し必要に応じ当社の取締
役会に報告、又は決議を求める。

② 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
子会社の損失の危険の管理体制を構築するため、危機管理及びリスク管理に関する社内規
程等を整備し、グループ全体のリスクを管理する。

③ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社の取締役を子会社の取締役として配置し、子会社の監視・監督を行う他、子会社管理
規程に基づき、子会社の経営の自主性を尊重しつつ、職務執行に係る重要な事項の報告及び
承認を義務付ける等、指導、監督を行うことにより、子会社の取締役等の職務執行の効率を
確保する。

④ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
子会社に対する監査は当社の監査室が行い、当社の監査方針に基づき定期的、又は臨時に
実施するものとする。

⑹ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人（以下、「監査等委員会補助者」という。）に関する
体制と当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する体制
① 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する規定を監査等委員会規則内に定め、代表取

締役は監査等委員会が当該使用人を置く必要があると認めたときは、監査等委員会と協議
し、監査等委員会の職務を補助すべき使用人として、当社の使用人から監査等委員会補助者
を任命することとする。

② 監査等委員会補助者の評価は監査等委員会が行い、監査等委員会補助者の任命、解任、人事
異動、賃金等の改定については監査等委員会の同意を得た上で取締役会が決定することと
し、取締役からの独立を確保するものとする。
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⑺ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体
制
① 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するための体

制について、コンプライアンス規程、取締役会規則並びに監査等委員会規則内に定めること
とし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は当社の業務又は業績に影響
を与える重要な事項について監査等委員会に都度報告するものとする。前記に拘わらず、監
査等委員会はいつでも必要に応じて、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用
人に対して報告を求めることができる。

② 内部通報体制を整備し、その適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコンプラ
イアンス上の問題について監査等委員会への適切な報告体制を確保する。

③ 当社は、監査等委員会に報告を行った者に対して、不利益な処遇は一切行わない。

⑻ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人の監査等委員会監査に対する理解を

深め、監査等委員会監査の環境を整備するように努める。
② 監査等委員会を定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。また取締役会に

て監査活動結果報告を適宜行う。
③ 監査等委員会は、代表取締役、会計監査人それぞれとの間で、定期的に意見交換会を開催す

る。
④ 監査等委員会は、監査室と連携して情報交換を行い、効果的な監査業務の遂行を図る。
⑤ 監査等委員の職務の執行に必要と認められる費用（監査等委員会の職務の執行に関するもの

に限る。）は、当社が負担する。

⑼ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制
当社は、企業の社会的責任及び企業防衛の観点から、反社会的勢力排除は、経営上重要であ

るとの認識の下、反社会的勢力との取引や支援を含む一切の関係を遮断し、反社会的勢力から
の不当な要求に対しては屈せず、経営活動に対する妨害や誹謗中傷等の被害を受けた場合は、
警察等関連機関と連携し、毅然とした対応を行う。また、反社会的勢力との取引等を予防ない
し牽制すべく、社内体制を整備し、組織的な対応を行うことにより、これら勢力と一切の関係
を断絶する。
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業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の運用状況の概要
当社は、内部統制システムの基本方針に関する取締役会決議に基づき、次の取り組みを行い
ました。

⑴ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 監査等委員は、取締役会、経営戦略委員会その他社内の重要な会議に出席し、開催手続き及

び付議議案の内容を監査し、その監査結果を毎月開催される定例の監査等委員会で報告し、
情報を共有しました。

② 高度な知見を要する事案については、社外の弁護士、公認会計士、コンサルタントに意見を
求め、適法性・妥当性判断を行いました。

③ コンプライアンス委員会を年２回開催し、コンプライアンスに係る課題の洗い出しを行いま
した。また、コンプライアンス研修を実施し、コンプライアンス意識の徹底を図りました。

④ 内部通報制度の対象に子会社も含めました。
⑤ 内部統制報告制度に対応するため、監査室がJ-SOX監査計画を策定し、全社的な内部統制、

決算･財務報告プロセス、業務プロセス、ＩＴ統制に関する監査を実施し、内部統制の有効
性の評価を実施しました。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る議事録、契約書、稟議書が適正に保存及び管理されていることを

期中監査の中で確認しました。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① リスク管理委員会を年２回開催し、リスクの未然防止に努めるとともにリスク項目一覧に基
づきリスクの評価及び対応策の検討を行いました。

② 安全衛生委員会を毎月開催し、研究施設等職場の安全管理と従業員の健康維持に必要な対策
を検討し実施しました。

③ 情報セキュリティに関する社内研修を子会社も含め実施しました。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会を22回（定時取締役会12回、臨時取締役会10回）開催しました。取締役と監査等

委員の取締役会への出席率は、100％でした。
② 経営戦略委員会を毎週開催し、審議結果を全取締役及び全監査等委員に報告しました。
③ 取締役の職務執行の効率化を図るための組織変更や規程変更等が行われる都度、職務分掌規

程、職務権限規程等の関連規程が適正に改定されていることを確認し、職務権限規程等に即
して稟議決裁が行われていることを確認しました。
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⑸ 当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社の取締役が子会社の取締役として就任し、子会社の監視・監督を行いました。また、当
社の子会社管理規程に基づき、定期的に子会社と連絡会議を開催し、子会社から当社へ経営状
況、財務状況その他重要事項について報告を行い、業務の適正な運用について確認するととも
に、グループ間の情報共有、意思疎通及びグループ経営方針の統一化を図りました。

⑹ 監査等委員会補助者に関する体制と当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）
からの独立性に関する体制
監査等委員会補助者は設置していませんが、監査等委員会が要望すれば設置しうる体制は確

保されています。

⑺ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体
制
監査等委員は、毎週開催される経営戦略委員会にオブザーバーとして随時出席し、常に取締
役及び執行役員に質問し情報の提供を求めることができる体制にあります。

⑻ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査等委員会監査計画及び監査室監査計画に基づいて子会社を含めた全ての部署を対象に部
門監査を実施しています。監査の効率性を高めるために、監査室が行う監査に監査等委員が
原則同席し、両者が独自の質問を行い、両者が情報を共有する運用を行っています。監査結
果は監査室がまとめ、代表取締役、経営戦略委員会、取締役会、監査等委員会に報告してい
ます。監査等委員会は、主に取締役及び執行役員に対して事の重要性に応じて注意喚起すべ
きことがらについて意見表明しています。

② 監査等委員会が監査等委員会監査を実効的に行えるよう、監査等委員会は、経営戦略委員会
に出席した場合、必要に応じて議論のポイントを監査等委員会の視点でまとめ、経営戦略委
員会事務局が行う報告とは別に、毎月の監査等委員会にてその他の参考情報を補足して報告
しています。また、取締役会開催時には、事前に監査等委員会を開催し、議案の概要と論点
を説明し、全監査等委員が取締役会の議論に深く関わることができるよう情報と課題認識の
共有化を図っています。

⑼ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制
反社会的勢力対応要領を定め、新規顧客の取引開始時には、外部の調査機関の活用・記事検
索等による信用調査を実施した上で取引を開始しています。また、警察署や関係機関により開
催される反社会的勢力に関するセミナー等に積極的に参加し、意識の徹底とともに情報収集に
努めています。さらに、不当要求防止責任者として管理・経営企画部門長を選任し、愛知県公
安委員会並びに所轄警察署との連携を強化するとともに、公益財団法人暴力追放愛知県民会議
に加盟しています。
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連結株主資本等変動計算書 （第14期 2021年１月１日から2021年12月31日まで） （単位：千円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 2,255,401 2,445,184 △706,157 △21 3,994,407
当連結会計年度変動額
新株の発行 1,519 1,519 3,038
親会社株主に帰属する当期純
利益 755,788 755,788

株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額（純額） －

当連結会計年度変動額合計 1,519 1,519 755,788 － 758,827
当連結会計年度末残高 2,256,920 2,446,703 49,631 △21 4,753,234

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計その他有価証券評価差

額金
その他の包括利益累計

額合計
当連結会計年度期首残高 4,809 4,809 11,912 4,011,129
当連結会計年度変動額
新株の発行 － 3,038
親会社株主に帰属する当期純
利益 － 755,788

株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額（純額） 19,110 19,110 △1,062 18,048

当連結会計年度変動額合計 19,110 19,110 △1,062 776,875
当連結会計年度末残高 23,919 23,919 10,850 4,788,004
（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項は、以下のとおりであります。
(1) 連結の範囲に関する事項
　連結子会社の数 １社
　連結子会社の名称 テムリック株式会社

当連結会計年度において、ラクオリア　イノベーションズ株式会社は、2021年4月1日付で清算結了し
たため、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
時価のあるもの 連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま
す。
但し、外貨建その他有価証券は、期末日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は評価差額として処理しております。また、評価差額は、全
部純資産直入法により処理しております。

ロ．デリバティブ 時価法を採用しております。
ハ．たな卸資産

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
但し、建物及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備について
は、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　　　　　　 6 年 ～ 15年
工具、器具及び備品　　　 4 年 ～  6年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。
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当連結会計年度
 有 形 固 定 資 産 299,389 千円
 無 形 固 定 資 産 33,799
 投 資 そ の 他 の 資 産 9,300
 減 損 損 失 －

ハ．リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっておりま
す。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

ニ．長期前払費用 定額法によっております。
③繰延資産の処理方法

株式交付費 支出時に全額費用処理しております。
④外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

⑤その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
ロ．連結納税制度の適用 当連結会計年度より連結納税制度を適用しております。
ハ．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び当社の連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）にお
いて創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の
見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計
の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効
果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定
めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいておりま
す。

２．表示方法の変更に関する注記
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第 31 号 2020 年３月 31 日)を当連結会計
年度末に係る連結計算書類から適用し、会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

※固定資産の減損に係る会計基準の対象資産となります。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普 通 株 式 20,951,642株 3,500株 －株 20,955,142株

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普 通 株 式 50株 －株 －株 50株

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法

当社グループは、固定資産の減損会計の適用にあたり、原則として管理会計上の区分を基準とし
てグルーピングを行っております。

減損の兆候があると認められる資産又は資産グループについては、割引前将来キャッシュ・フロ
ーの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定し、減損損失の認識が
必要と判定された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上す
ることとしております。

なお、当連結会計年度において営業利益を計上し、翌連結会計年度以降の中期経営計画において
も営業利益の計上を計画しており、その他減損の兆候に該当する事象もないことから、減損の兆候
はないと判断しております。

②主要な仮定
　当社は、取締役会で承認された中期経営計画と中期経営計画の策定期間を超える期間について
は、将来の不確実性を考慮して策定された長期収益計画を基礎として割引前将来キャッシュ・フロ
ーを見積もっております。
　中期経営計画及び長期収益計画は、想定適応症治療薬の市場規模、開発化合物の予想獲得市場シ
ェア、売上成長率及び研究開発段階ごとの成功確率を主要な仮定として用いております。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　上記主要な仮定に関して、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は限定的であると判断し
ているものの、 将来の不確実な経済状況の変動等の影響を受け、翌連結会計年度の連結計算書類
において減損損失を計上する可能性があります。

4．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

5．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）発行済株式の総数の増加3,500株は、新株予約権の権利行使によるものであります。
(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

(3) 剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。
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第９回
新株予約権

第12回
新株予約権

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式
目 的 と な る 株 式 の 数 24,000株 14,000株
新 株 予 約 権 の 残 高 7,560千円 3,290千円

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

6．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
①金融商品に対する取組方針

当社グループは、一時的な余資について流動性が高く元本確保型の金融資産で運用しております。
デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行っておりませ

ん。
②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、主に
その他有価証券であり、市場価格及び為替の変動リスクに晒されております。営業債務である買掛金及び
未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。外貨建資産及び負債については、為替の変
動リスクに晒されております。デリバティブ取引は、外貨建資産に係る為替の変動リスクを回避すること
を目的とした先物為替予約取引であります。

③金融商品及び市場リスク（為替）に係るリスク管理体制
当社グループは、営業債権について販売管理規程に従い営業債権管理を行っております。一時的な余資

で運用するその他有価証券は、資金管理規程に従い、格付の高い債券のみを対象としており信用リスクは
僅少であります。デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているた
め、信用リスクは僅少であると認識しております。外貨建資産及び負債に係る為替変動リスクに関して、
必要に応じ先物為替予約取引等を利用するとともに、資産残高に対する外貨建資産の保有割合により管理
しております。

なお、毎月の金融商品の取引実績、保有状況及び外貨建資産の保有割合は、月次で取締役会に報告して
おります。
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連結貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額
① 現金及び預金 2,345,306千円 2,345,306千円 －千円
② 売掛金 1,205,401 1,205,401 －
③ 有価証券 313,807 313,807 －
④ 投資有価証券 887,932 887,932 －
⑤ 買掛金 （45,996） （45,996） －
⑥ リース債務(*2) （39,068） （38,044） △1,023
⑦ 未払金 （112,768） （112,768） －
⑧ 未払法人税等 （80,405） （80,405） －
⑨ デリバティブ取引(*3) （10,442） （10,442） －

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

（＊1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（＊2）リース債務は流動負債に含まれるリース債務及び固定負債に含まれるリース債務を合算した金額であ

ります。
（＊3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については、（ ）で示しております。
（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

①現金及び預金、及び②売掛金
短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ
っております。

③有価証券、及び④投資有価証券
これらの時価については、取引所の価格及び取引金融機関から提示された価格等によっておりま
す。

⑤買掛金、⑦未払金、及び⑧未払法人税等
短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ
っております。

⑥リース債務
リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑨デリバティブ取引
デリバティブ取引は、主として営業取引に関連する外貨建資産に係る為替の変動リスクを回避する
ことを目的とした先物為替予約であります。この時価の算定は、取引金融機関から提示された価格
等によっております。
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(1) １株当たり純資産額 227円97銭
(2) １株当たり当期純利益 36円07銭

契 約 締 結 先 株式会社三菱UFJ銀行
契 約 金 額 1,000,000千円
契 約 締 結 日 2022年２月22日（予定）
コ ミ ッ ト メ ン ト 期 間 2022年２月28日より2023年２月27日
担 保 の 状 況 無担保

7．１株当たり情報に関する注記

8．重要な後発事象に関する注記
（コミットメントライン契約の締結）

当社は、2022年２月14日付の取締役会においてコミットメントライン契約の締結について決議いたしまし
た。

１．目的
今後の事業展開における資金需要に対し、機動的かつ安定的な資金調達手段を確保することを通じて財務基

盤の強化を図るものであります。

２．コミットメントラインの概要

（譲渡制限付株式報酬制度及び事後交付型業績連動型株式報酬制度の導入）
当社は、2022年２月14日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しを行い、新たに、譲渡制限付株

式報酬制度及び事後交付型業績連動型株式報酬制度（以下、併せて「本制度」といいます。）の導入を決議
し、本制度に関連する議案を、2022年３月25日開催予定の第14期定時株主総会（以下「本株主総会」といい
ます。）に付議することといたしました。

1.　本制度の導入の目的及び条件
(1)  導入の目的

本制度は、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除きます。以下「対象取締役」
といいます。）に、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与すると共に、株主の皆
様と一層の価値共有を進めることを目的として導入される制度です。

(2)  導入の条件
本制度は、対象取締役に対し、譲渡制限付株式報酬制度及び事後交付型業績連動型株式報酬制度によ

る当社普通株式を割当てるための金銭報酬債権及び金銭を報酬として支給するものであるため、本制度
の導入は、本株主総会において、かかる報酬を支給することにつき株主の皆様のご承認を得られること
を条件といたします。

当社の取締役の金銭報酬額は、2016年３月30日付け第８期定時株主総会決議により、取締役（監査等
委員である取締役を除きます。）の総額は、年額80,000千円以内（うち社外取締役分は年額20,000千円
以内）とご承認いただいておりますが、本株主総会では、①譲渡制限付株式報酬制度についてはこれら
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の報酬枠の枠内にて、②事後交付型業績連動型株式報酬制度についてはこれらの報酬枠とは別枠にて、
対象取締役に対して本制度に係る報酬枠を設定することにつき、株主の皆様にご承認をお願いする予定
です。

2.　本制度の概要
本制度は、一定期間継続して当社の取締役を務めることを条件とする譲渡制限付株式報酬制度（以下

「本RS制度」といいます。）と、当該条件に加え当社取締役会があらかじめ定めた業績目標の達成を条
件とする事後交付型業績連動型株式報酬制度（以下「本PSU制度」といいます。）からなります。
(1)  本RS制度

本RS制度は、当社が対象取締役に対し、当社取締役会決議に基づき、本RS制度による譲渡制限付株
式に関する報酬として、現行の金銭報酬額の枠内で年額15,000千円以内の金銭報酬債権を支給し、各
対象取締役が当該金銭報酬債権の全部を現物出資の方法で給付することにより、譲渡制限付株式の割
当てを受けるものです。また、本RS制度により発行又は処分される当社の普通株式の総数は年15,000
株以内といたします（なお、当社普通株式の株式分割又は株式併合が行われるなど株式数の調整を必
要とするやむを得ない事由が生じたときは、発行又は処分される株式数を合理的に調整することがで
きるものとします。）。

本制度の導入目的の一つである株主価値の共有を中長期にわたって実現するため、譲渡制限期間は
譲渡制限付株式の交付日から当該対象取締役が当社の取締役その他当社取締役会で定める地位を喪失
する日までとしております。各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、取締役会にお
いて決定いたします。

また、本RS制度により発行又は処分される当社の普通株式の１株当たりの払込金額は、取締役会決
議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立してい
ない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、対象取締役に特に有利とならない範囲
において取締役会において決定いたします。

なお、本RS制度による当社の普通株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象取締役との間で譲
渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」といいます。）を締結するものとし、その内容として、
次の事項が含まれることとします。
①　対象取締役は、あらかじめ定められた期間、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式に

ついて譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならないこと
②　一定の事由が生じた場合には当社が当該普通株式を無償で取得すること
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(2)　本PSU制度
ア　本PSU制度の概要

本PSU制度は、対象取締役に対し、３事業年度（以下「評価期間」といいます。なお、当初の評価
期間は、2022年12月期から2024年12月期までの３事業年度とし、当初の評価期間終了後も、本株主
総会で承認を受けた範囲内で、各評価期間終了直後に開始する３事業年度を新たな評価期間として、
本PSU制度を実施することができることとします。）中の当社業績等の数値目標を当社取締役会にて
あらかじめ設定し、当該数値目標の達成度等に応じて算定される数の当社普通株式及び当該株式の交
付に伴い生じる納税資金確保のための金銭を、対象取締役の報酬等として付与する業績連動型の報酬
制度です。

したがって、本PSU制度は上記数値目標の達成度等に応じて当社普通株式の交付及び金銭の支給を
行うものであり、本制度の導入時点では、各対象取締役に対してこれらを交付又は支給するか否か並
びに交付する株式数及び支給する金銭の額は確定しておりません。

イ　本PSU制度の仕組み
本PSU制度の具体的な仕組みは以下のとおりです。

(ア)　当社は、本PSU制度において使用する当社業績等の各数値目標やその達成率に応じた支給率の算定
方法等、対象取締役に交付する当社普通株式の数及び支給する金銭の額の具体的な算出にあたって必
要となる指標及び算式等を当社取締役会において決定します。

(イ)　当社は、評価期間終了後、当該評価期間における当社業績等の各数値目標の達成率等に応じて算定
される支給率に基づき、各対象取締役に交付する当社普通株式の数及び支給する金銭の額を決定しま
す。

(ウ)　当社は、上記(イ)で決定された各対象取締役に交付する当社普通株式の数に応じ、現物出資に供す
るための金銭報酬債権を各対象取締役に支給し、各対象取締役は、当該金銭報酬債権の全部を現物出
資の方法により当社に給付することにより、当社普通株式の割当てを受けます。なお、当社普通株式
の払込金額は、その発行又は処分に係る当社取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所に
おける当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）
を基礎として、当社普通株式を引き受ける各対象取締役に特に有利とならない範囲内で当社取締役会
において決定します。

(エ)　当社は、上記(ウ)の当社普通株式の交付に伴い生じる納税資金確保のため、各対象取締役に対し、
上記金銭報酬債権に加えて、上記(イ)で決定された額の金銭を支給します。
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ウ　本PSU制度に基づき各対象取締役に交付する当社普通株式の数の算定方法
当社は、以下の算定式に基づき、各対象取締役に交付する当社普通株式の数（以下「最終交付株式

数」といいます。）及び支給する金銭の額（以下「最終支給金額」といいます。）を算定します。

【算定式】
最終交付株式数 = 基準交付株式数（①）× 業績目標達成度（②）× 役務提供期間比率（③）× 80％
最終支給金額= 基準交付株式数（①）× 業績目標達成度（②）× 役務提供期間比率（③）

× 20％ × 交付時時価（④）

①　「基準交付株式数」は、対象取締役の役位に応じて当社取締役会において決定します。
②　「業績目標達成度」は、評価期間の各３事業年度における当社の取締役会で定める評価指標の達
成割合に応じて、０％から150％までの範囲で当社取締役会において決定します。
③　「役務提供期間比率」は、在任月数を評価期間の月数で除した比率とします。
④　「交付時株価」は、本PSU制度に基づき交付する株式の発行又は処分に係る取締役会の決議日の
前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合
は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、対象取締役に特に有利とならない範囲において
取締役会において決定いたします。

エ　本PSU制度における報酬等の上限
当社が本PSU制度に基づき、対象取締役に支給する金銭報酬債権及び金銭の総額は、現行の金銭報

酬額とは別枠で、評価期間ごとに合計80,000千円以内とします。また、本PSU制度により発行又は処
分される当社の普通株式の総数は評価期間ごとに80,000株以内といたします（なお、当社普通株式の
株式分割又は株式併合が行われるなど株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、
発行又は処分される株式数を合理的に調整することができるものとします。）

オ　本PSU制度に基づく報酬等を受ける権利の喪失事由
対象取締役は、当社取締役会において定める一定の非違行為、当社取締役会において定める一定の

理由による退任等がある場合は、本PSU制度に基づく報酬等を受ける権利を喪失することといたしま
す。

カ　組織再編時の取扱い
当社は、評価期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又

は株式移転計画その他の組織再編等に関する議案が当社の株主総会（但し、当該組織再編等に関して
当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社取締役会）で承認された場合には、当社
取締役会決議により、当社普通株式に代えて、合理的に定める金銭を支給することとします。

（ご参考）
当社は、本株主総会において本制度の導入が承認されることを条件として、当社の一部従業員（幹部社

員）に対し、本制度における事後交付型業績連動型株式付与制度と同様の制度を導入する予定です。
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株主資本等変動計算書　（第14期 2021年１月１日から2021年12月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金
繰越利益剰余金

当期首残高 2,255,401 2,445,184 △575,491 △21 4,125,073
当期変動額
新株の発行 1,519 1,519 3,038
当期純利益 614,714 614,714
株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） －

当期変動額合計 1,519 1,519 614,714 － 617,753
当期末残高 2,256,920 2,446,703 39,223 △21 4,742,826

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
当期首残高 4,809 4,809 11,912 4,141,795
当期変動額
新株の発行 － 3,038
当期純利益 － 614,714
株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 19,110 19,110 △1,062 18,048

当期変動額合計 19,110 19,110 △1,062 635,801
当期末残高 23,919 23,919 10,850 4,777,596
（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法
①関係会社株式 移動平均法による原価法により評価しております。
②その他有価証券

時価のあるもの 事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
但し、外貨建その他有価証券は、期末日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は評価差額として処理しております。また、評価差額は、全
部純資産直入法により処理しております。

③デリバティブ　　　　　　　　時価法を採用しております。
④たな卸資産

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
但し、建物及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、
定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　　　　　　 6 ～15年
工具、器具及び備品　　　 4 ～ 6 年

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっており
ます。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

④長期前払費用 定額法によっております。
(3) 繰延資産の処理方法

株式交付費 支出時に全額費用処理しております。
(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
イ．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
ロ．連結納税制度の適用 当事業年度より連結納税制度を適用しております。
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当事業年度
 有 形 固 定 資 産 298,045千円
 無 形 固 定 資 産 33,726
 投 資 そ の 他 の 資 産 9,154
 減 損 損 失 －

ハ．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）において創設されたグループ

通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目に
ついては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」
（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金
資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

２．表示方法の変更に関する注記
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第 31 号 2020 年３月 31 日)を当事業年度末に
係る計算書類から適用し、会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

※固定資産の減損に係る会計基準の対象資産となります。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記 ３．会計上

の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

4．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減損損失累計額

有形固定資産の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
(2) 関係会社に対する金銭債権

金銭債権　53,342千円

5．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引以外の取引　1,000千円
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株 式 の 種 類 当事業年度期首
の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普 通 株 式 50株 －株 －株 50株

種 類 会 社 等 の
名 称

議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取 引
内 容

取引金額
（千円） 科 目 期末残高

（千円）

子会社 ﾃﾑﾘｯｸ株式会社 所有
直100％

役員の兼任
連結納税

連結納税に係る個
別帰属額 53,342 未収入金 53,342

(1) １株当たり純資産額 227円47銭
(2) １株当たり当期純利益 29円34銭

6．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

7．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の原因は、税務上の繰越欠損金等でありますが、その全額について評価性引当額を計

上しております。
繰延税金負債の発生の原因は、その他有価証券評価差額金及び資産除去債務に係る減価償却超過額による

ものであります。

８．関連当事者との取引に関する注記
子会社

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
（コミットメントライン契約の締結）

連結計算書類「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記 ８．重要な後発事象
に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（譲渡制限付株式報酬制度及び事後交付型業績連動型株式報酬制度の導入）
連結計算書類「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記 ８．重要な後発事象

に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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